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1. はじめに 

 現在，我が国では寒冷地を中心に，凍害によるコンク

リート構造物の劣化が問題となっており，対策として混

和剤による良質なエントレインドエアの確保を行ってい

る．しかし，厳しい凍害環境ではそれらの抑制効果が得

られない場合もある．これらの地域では，通常のコンク

リートよりも多くの空気量を確保することで対策を行っ

ているが，空気量の増加に伴い強度低下とコンクリート

の品質変動が懸念される．これらに対して，亜硝酸カル

シウムとパラフィンを主成分とした特殊混和剤による凍

結融解抵抗性の改善が提案されている 1)．これは，多くの

空気量を確保する必要がなく，強度低下の抑制ができる．

しかし，脱枠時など初期の強度が発現されていない状況

で凍結融解を受けるもの他、呼び強度の影響などについ

ては十分に検討されていない．以上から本研究では，呼

び強度の異なるNo-AEコンクリート及び若材齢コンクリ

ートに対する特殊混和剤の効果について検討した． 

2. 実験概要 

使用材料を表-１，配合条件を表-2に示す．特殊混和剤

は亜硝酸系防錆剤とパラフィンエマルジョンを使用し，

その他の材料は全て同一のものを使用した. 

コンクリートの設計基準強度は 15,20,30N/mm2（以下，

Fc15,20,30 とする）の 3 水準とした．No.1~5 は No-AE コ

ンクリート，No.6,7 は AE コンクリートとした．目標ス

ランプは 12.0±2.5cm とし，JIS A 1101:2005 に準拠して確

認した．目標空気量は No.1~5 は air≦2.0%，No.6,7 は

4.5%±1.5%とし，JIS A 1128:2005 に準拠して確認した． 

養生条件は，No.1~5 では，供試体作成後に水中（28 日），

気中（28 日）の 2 水準で比較した．No.6,7 は 7 日間の養

生期間とし，その養生期間中で水中（7 日），気中（7 日）,

水中（1 日）＋気中（6 日）の 3 水準で比較検討した．以

上の実験水準に対して，圧縮強度試験（JIS A 1108 に準拠）

と凍結融解試験（JIS A 1148:2010 に準拠）で検討した． 

凍結融解試験は，No.1~5 は JIS に準拠して材齢 28 日で実

施し，No.6,7 は既往の研究 2）を参考に材齢 7 日で実施し,

若材齢時の凍結融解試験の評価を行った. 

3. 実験結果及び考察 

図-1 に材齢 28 日における圧縮強度試験結果を示す. 

なお,No.1~5 の各空気量の測定結果は 1.9%,2.0%,1.9%,

2.0%である．特殊混和剤の添加による圧縮強度の低下は

見られず，特殊混和剤は呼び強度の場合でも,コンクリー

トの圧縮強度に影響を与えないことが確認された． 

図-2 に No.1~5 の凍結融解試験結果を示す．Fc15 の

No.1,2 では特殊混和剤の有無，養生条件に関わらず，50

サイクル時点で相対動弾性係数が大きく低下した．Fc20

のNo.3 もNo.1,2と同様に 50 サイクル時点で相対動弾性

係数が大きく低下した．Fc30 の No.4,5 の場合，養生条件

に関わらず，特殊混和材を添加していない No.4 は，150

サイクルまでに相対動弾性係数が大きく低下したのに対

して．特殊混和材を添加した No.5 は，300 サイクル時点

で 60%以上の相対動弾性係数を確保できた．以上から， 
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配合名 
目標空
気量
(%) 

設計基準
強度

(N/mm2) 

W/C 
(%) 

特殊混
和剤 

養生条
件 材齢 

No.
1 

1 

air≦2.0 
15 78 

有 
水 

28 日 

2 気 
No.
2 

1 
無 

水 
2 気 

No.3 20 75 有 水 
No.
4 

1 
air‹2.0 

30 
50 無 

水 
2 気 

No.
5 

1 
air≦2.0 59 有 

水 
2 気 

No.
6 

1 

4.5±1.5 30 50 

有 
水 

7 日 

2 気 
3 水＋気 

No.
7 

1 
無 

水 
2 気 
3 水＋気 

材料 記号 備考 

普通ポルトランドセメント C 密度：3.16g/cm3 

山砂:S S 
密度：2.61g/cm3 

吸水率：1.54％ 

石灰石:G G 
密度：2.70g/cm3 

吸水率：1.38％ 
高性能減水剤 Ad1 密度：1.03g/cm3 

ＡＥ剤 Ad2 密度：1.02g/cm3 

特殊混和剤 
（亜硝酸系防錆剤） 

Ad3 
亜硝酸カルシウム 
密度：1.30ｇ/cm3 

特殊混和剤（パラフィンエマ
ルジョン） 

Ad4 
パラフィン 

密度 0.98ｇ/cm3 

表-2 配合条件及び特殊混和材添加の有無 

表-1 使用材料 
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本検討の配合において,No-AE コンクリートの圧縮強度

が 20N/mm2 程度（Fc30 以下）では,特殊混和材による凍

結融解抵抗性の改善効果が見られないと考えられる.こ

れはセメントペースト・モルタル強度が影響していると

考えられるが,凍結融解抵抗性の改善効果のメカニズム

については今後の課題として検討していく予定である． 

図-3 に材齢 7 日における圧縮強度試験結果を示す.な

お,No.6,7 の各空気量の計測結果は 4.1%,4.0%である．養

生条件では，気中養生の圧縮強度が他より低い結果を示

したが,全体的に材齢 7 日で高い圧縮強度を示した． 

図-4に材齢 7 日における凍結融解試験結果を示す．特

殊混和剤の有無や養生条件に関わらず,300 サイクル時点

で 60％以上を確保でき，No.7 は 90％程度の相対動弾性

係数を保った．本検討の若材齢の場合でも，AE コンクリ

ートの空気量を十分に確保し，圧縮強度も比較的高い場

合は相対動弾性係数の低下は見られない． 

図-5に，No.6,7の 0~300サイクルの質量減少率を示す.

全体的に質量減少率は小さい値を示したが，特殊混和材

の添加有無で比較した場合，養生条件に関わらず，特殊

混和材を添加した No.6 の質量減少率が低くなった．写真

-1に特殊混和材の有無による凍結融解試験 300 サイクル

時の供試体表面の状態を示す．供試体表面の状態では，

特殊混和材の有無の違いが表面スケーリングで確認でき，

特に養生条件では気中養生の場合に特殊混和材の効果が

大きいことを確認した． 

以上から，本検討の若材齢の AE コンクリートにおい

て，特殊混和材の添加有無による凍結融解抵抗性の改善

効果は，質量減少率や表面スケーリングにその改善効果

を確認することができた． 

4.まとめ 

 本検討において Fc30以下のNo-AE コンクリートでは，

特殊混和材による凍結融解抵抗性の改善効果は見られな

い．また，若材齢の Fc30 の AE コンクリートでは，特殊

混和材の添加有無により，質量減少率や表面スケーリン

グにその改善効果を確認することができた． 
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図-1 材齢 28日の圧縮強度試験結果（No.1~5） 

図-2 凍結融解試験結果（No.1~5） 

図-3 材齢７日の圧縮強度試験結果（No.6,7） 

図-5 No.6,7の 0~300サイクルの質量減少率 

図-4 材齢 7日の凍結融解試験結果（No.6,7） 

 

写真-1 特殊混和材の有無による凍結融解試験 

300サイクル時の供試体表面の状態 
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